
 

平成２８年における入管法違反事件について 

 

 平成２８年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人は，１万３，３６１人で，

その国籍・地域は１０８か国・地域です。そのうち不法就労事実が認められた者は，９，００３人です。 

 平成２８年中に退去強制令書により送還された者は，７，０１４人です。 

 また，平成２８年末現在，退去強制令書が発付されている被仮放免者数は，３，５５５人です。 

 

 

１ 平成２８年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人は，１万３，３６１人で

す（前年比１，０８９人増。）。 

２ 全国で実施した摘発の箇所数は，２，３４４か所です（前年比５３か所増。）。 

３ 退去強制手続を執った外国人のうち，不法残留者は１万１，１９８人，不法入国者は５９９人です。また，

不法入国者のうち，航空機を利用して入国した者が４８８人，船舶を利用して入国した者が１１１人です。 

４ 出国命令制度の対象となった不法残留者は４，０９４人です。 

５ 退去強制手続を執った外国人の国籍・地域は１０８か国・地域であり，１４年続けて中国（香港・その他を

除く。）が最も多く，３，９７９人で全体の２９．８パーセントを占めています。 

６ 退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は９，００３人で，全体の６７．４パー

セントを占めています。 

 不法就労の稼働場所別では，関東地区が６，７７９人で，不法就労事実が認められた者全体に占める割合は

７５．３パーセント，次いで，中部地区が１，３２５人で，同１４．７パーセントです。 

 なお，都道府県別では，昨年に引き続き，茨城県が２，０３８人と最多となっています。 

７ 平成２８年中に退去強制令書により送還された者は，７，０１４人です。 

８ 平成２８年末現在，退去強制令書が発付されている被仮放免者数は，３，５５５人です。 



平成２８年における入管法違反事件について

１ 入管法違反事件

（１）概況〔別表１〕

平成２８年中に，全国の地方入国管理官署が出入国管理及び難民認定法（以下「入

管法」という ）違反により退去強制手続（出国命令手続を含む。以下同じ ）を執っ。 。

た外国人は，１万３，３６１人で，平成２７年と比較して１，０８９人の増加となっ

た。

違反事由別 入管法違反事件の推移
年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

違反事由

１０，６７６ １２，２７２ １３，３６１総 数

８４４ ７５２ ５９９不 法 入 国

２４９ ２６８ ２３８不 法 上 陸

４２２ ３９９ ５１１資 格 外 活 動

８，２７４ ９，９８２ １１，１９８不 法 残 留

(３，５７１) (４，０９４)（うち出国命令） （２，５８７）

３９２ ３９７ ４３２刑罰法令違反

４９５ ４７４ ３８３そ の 他

（２）摘発箇所
全国の地方入国管理官署が実施した摘発の箇所数は，２，３４４か所で，平成２７

年と比較して５３か所の増加であった。
摘発箇所数の推移

年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

摘発先別

２，４７８ ２，２９１ ２，３４４総 数

７３１ ４２４ ３９０稼 働 先

１，０８１ １，２１４ １，２６４居 宅

６６６ ６５３ ６９０その他（路上等）

（３）入管法違反者の特徴〔別表１,２,３,４〕

ア 不法入国者

不法入国者は５９９人で，平成２７年と比較して１５３人の減少となった。その

うち，航空機を利用した不法入国者は４８８人で，平成２７年と比較して１０６人

の減少，船舶を利用した不法入国者は１１１人で，平成２７年と比較して４７人の

減少となった。

不法入国事件の推移
年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

利用交通手段

８４４ ７５２ ５９９総 数

６４０ ５９４ ４８８航 空 機 利 用

２０４ １５８ １１１船 舶 利 用



イ 不法残留者

不法残留者は，１１，１９８人と前年を１，２１６人上回り，入管法違反者全体

に占める割合は，８３．８パーセントであり，依然として高い割合を占めている。

このうち，出国命令制度の対象となった不法残留者は４，０９４人と，不法残留

者全体の３６．６パーセントであった。

ウ 国籍・地域別

退去強制手続を執った外国人の国籍・地域は１０８か国・地域となり，国籍・地

域別では，１４年連続して中国（香港・その他を除く。以下同じ ）が最も多く，。

３，９７９人で，入管法違反者全体の２９．８パーセントを占めた。

国籍・地域別では，中国に次いでベトナム，タイ，フィリピン，インドネシアの

順となっており，これら５か国で全体の７８．８パーセントを占めている。

国籍・地域別 入管法違反事件の推移

年 平成２６年 平成２７年 平成２８年
国 籍 ・ 地 域 別
総 数 １０，６７６ １２，２７２ １３，３６１

(６，３０６) (７，７００) （８，８１３）

中 国 ３，９７５ ４，３１１ ３，９７９
(２，４４８) (２，７３４) （２，６４５）中

国 香港・その他 １４ ９ ２７
(７) (６) （１７）

ベ ト ナ ム ９５３ １，６４３ ２，２７３
(６２１) (１，２２３) （１，７１５）

タ イ ８９９ １，４７５ １，７７０
(４５４) (７９８) （９４７）

フ ィ リ ピ ン １，４１４ １，４６７ １，４５２
(５１９) (５７６) （６３６）

２６８ ５０７ １，０５９インドネシア
(２１４) (４２２) (８７９)

韓 国 ９２１ ７０４ ５９９
(３７０) (２７７) (２８８)

ブ ラ ジ ル ３１６ ２９６ ２６８
(２３４) (２２４) (１９９)

ネ パ ー ル １１３ １４６ １８５
(７４) (１２２) (１４７)

モ ン ゴ ル １１７ １０９ １６９
(７９) (６８) (１０９)

ス リ ラ ン カ ２２２ １８２ １５３
(２０４) (１７１) (１４６)

そ の 他 １，４６４ １，４２３ １，４２７
(１，０８２) (１，０７９) (１，０８５)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２８年のものである。



２ 不法就労事件

（１）概況

退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は９，００３人

で，入管法違反者全体に占める割合は６７．４パーセントと高い割合を占めている。

国籍・地域別 不法就労事件の推移
年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

国 籍 ・ 地 域 別
総 数 ６，７０２ ７，９７３ ９，００３

(４，１６０) (５，１６７) (６，０９３)

中 国 ２，８１９ ３，２６６ ３，０８０
(１，８６９) (２，１６６) (２，１３０)中

国 香港・その他 － ２ ５
(－) (－) (２)

ベ ト ナ ム ７０１ １，１６０ １，６３８
(４５４) (８７３) (１，２４６)

タ イ ６８１ １，２１５ １，５３６
(３８４) (６９９) (８５０)

フ ィ リ ピ ン ７６３ ７５６ ８３０
(３０８) (３４１) (４２６)

インドネシア ２３１ ３９６ ８１９
(１９３) (３３８) (６９９)

韓 国 ６０６ ４３５ ３５９
(２３７) (１６７) (１６７)

モ ン ゴ ル １０１ ８１ １３３
(７２) (５１) (９０)

ネ パ ー ル ７５ ６８ ９５
(４７) (５１) (７６)

ス リ ラ ン カ １１９ ５７ ６８
(１１２) (５４) (６７)

５９ ７３ ６２ペ ル ー
(４８) (５８) (４６)

そ の 他 ５４７ ４６４ ３７８
(４３６) (３６９) (２９４)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２８年のものである。

（２）不法就労者の特徴

ア 国籍・地域

不法就労者の国籍・地域は，近隣アジア諸国を中心に６８か国・地域に上った。

， ， ． ，国籍・地域別では 中国が３ ０８０人で全体の３４ ２パーセントと最も多く

以下，ベトナム，タイ，フィリピン，インドネシアの順となっており，これら５か

国で全体の８７．８パーセントを占めた。

イ 性別・年齢〔別表５，６〕

不法就労者の男女別は，男性が６，０９３人で不法就労者全体の６７．７パー

セント，女性が２，９１０人で同３２．３パーセントとなっており，その差は３

５．４ポイントとなっている。



年齢別で見ると，２０歳代が３，７９５人で全体の４２．２パーセントと最も

多く，以下３０歳代が２，９５９人で同３２．９パーセント，４０歳代が１，３

９４人で同１５．５パーセントを占めている。

ウ 就労期間〔別表７，８〕

就労期間別で見ると，６月以下の者が２，９１９人で，不法就労者全体に占める

割合が３２．４パーセントと最も多くなっており，平成２７年（３２．２パーセン

ト）に比べて増加し，就労期間１年以下（６月以下を含む ）の者は４，８６８人。

で，全体の５４．１パーセントとなり，平成２７年（５３．８パーセント）に比べ

て増加している。

エ 稼働場所（都道府県 〔別表９〕）

稼働場所（都道府県）別では，茨城県の２，０３８人を最多に，関東地区１都６

県（東京都，茨城県，千葉県，神奈川県，埼玉県，群馬県及び栃木県）で６，７７

９人となり，同地区が不法就労者全体の７５．３パーセントを占めている。

また，中部地区９県（愛知県，静岡県，岐阜県，長野県，富山県，山梨県，福井

県，新潟県及び石川県）が１，３２５人となり，不法就労者全体の１４．７パーセ

ントを占めている。

関東地区及び中部地区で不法就労者全体の９０．０パーセントを占める一方，全

国４５の都道府県で不法就労者の稼働が確認されている。

オ 就労内容〔別表１０〕

就労内容別では，男性は「建設作業者」が１，６９７人で最も多く，以下 「農，

業従事者」１，４３８人 「工員」１，００８人の順となっている。女性は「農業，

従事者」が７７７人で最も多く，以下 「ホステス等接客業」が４５５人 「工員」， ，

４０２人の順となっている。

カ 就労内容別の稼働場所（都道府県 〔別表１１〕）

不法就労者の稼働場所上位の都府県における就労内容を見たところ，茨城県及び

千葉県は，農業従事者が最も多く，特に茨城県は，２，０３８人中の１，４４３人

（７０．８％）が農業従事者であった。

また，東京都，埼玉県及び神奈川県は，建設作業者が最も多く，愛知県及び群馬

県は，工員が最も多いなど，稼働場所ごとの一定の特性が見られる。

キ 国籍・地域別の稼働場所（都道府県 〔別表１２〕）

不法就労者の国籍・地域別に稼働場所の特徴を見たところ，中国は茨城県及び東

京都，ベトナムは愛知県及び群馬県，タイは茨城県及び千葉県での稼働がそれぞれ

多かった。

特にインドネシアは８１９人中４２８人（５２．３％）が茨城県，モンゴルは１

３３人中８５人（６３．９％）が千葉県で稼働するなど国籍・地域による傾向が見

られる。



ク 報酬（日額 〔別表１３，１４〕）

報酬日額（月給，時給等については日額に換算したもの ）別では 「５千円を超。 ，

え７千円以下」が４，４９２人と最も多く，次いで 「７千円を超え１万円以下」，

が２，１０７人となっている。

３ 被送還者

（１）概況

平成２８年中に，全国の地方入国管理官署が退去強制した外国人は，７，０１４人

と平成２７年と比較して８４０人の増加となった。

（２）国籍・地域別

退去強制した外国人の国籍・地域は７７か国・地域となり，国籍・地域別では，中

国が最も多く，２，０５８人で，被送還者全体の２９．３パーセントを占めた。

国籍・地域別では，中国に次いでベトナム，タイ，フィリピン，インドネシアの順

となっており，これら５か国で全体の７９．３パーセントを占めている。

国籍・地域別 被送還者の推移
年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

国 籍 ・ 地 域 別
総 数 ５，５４２ ６，１７４ ７，０１４

(３，６６５) (４，２６０) (５，０７７)

中 国 ２，２８２ ２，２９６ ２，０５８

(１，５５９) (１，６１８) (１，５３８)

ベ ト ナ ム ６２７ １，０６４ １，４１２

(４４８) (８４３) (１，０９２)

タ イ ４８３ ７０７ ９１４

(２７８) (４２３) (５１５)

フ ィ リ ピ ン ６１６ ５９３ ６１８

(２７５) (２７１) (３４３)

インドネシア １５９ ２８７ ５６１

(１３７) (２４３) (４７５)

韓 国 ４５６ ３２８ ２８８

(２０６) (１４５) (１５１)

ス リ ラ ン カ １２３ ６９ １１５

(１１４) (６２) (１０５)

ネ パ ー ル ４８ ８２ １１３

(３７) (５７) (９５)

モ ン ゴ ル ５１ ４９ ８４

(４１) (３０) (６１)

４４ ２８ ８０ミャンマー
(３６) (１７) (７１)

そ の 他 ６５３ ６７１ ７７１

(５３４) (５５１) (６３１)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２８年のものである。



４ 被退令仮放免者

（１）概況

平成２８年末現在，退去強制令書（以下「退令」という ）の発付を受けた後に仮。

放免されている者（以下「被退令仮放免者」という ）は，３，５５５人（前年同期。

比５１人減）であり，これは１０年前（平成１８年末６３１人）と比較すれば約５．

６倍に達している。

仮放免は，出国のための準備を要する者のほか，傷病や収容期間の長期化といった

人道上の配慮が必要と判断される者等に対して許可している。

収容期間の長期化は，退令が発付された後，本邦定着性等を主張して当局の処分に

対する行政訴訟を提起したり（注１ ，難民認定手続において難民とは認められなか）

ったにもかかわらず，難民認定申請を繰り返したり（注２ ，また，有効な帰国用渡）

航文書を所持していないなどの理由で送還手続が滞っていることなどがその理由とし

て挙げられる。

（注１） 訴訟中の者については，裁判所の執行停止決定（行政事件訴訟法第２５条）がなされた場合には，

送還が停止される。

（注２） 難民認定手続中の者は，入管法第６１条の２の６により，送還が停止される。

（２）国籍・地域別

平成２８年末現在の被退令仮放免者の国籍・地域は６４か国・地域となり，国籍・

地域別では，フィリピンが５３４人と最も多く，次いでトルコ３６４人，スリランカ

３５０人，中国２５７人，イラン２２８人の順となっており，これら５か国で全体の

４８．７パーセントを占めている。

国籍・地域別 被退令仮放免者の推移
年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

国 籍 ・ 地 域 別

総 数 ３，４０４ ３，６０６ ３，５５５

（２，４８５） （２，６６２） （２，６３５）

フ ィ リ ピ ン ５３６ ５５６ ５３４

（２３４） （２６５） （２４６）

ト ル コ ２９０ ３２７ ３６４

（２６３） （２９０） （３１５）

ス リ ラ ン カ ２８２ ３２１ ３５０

（２５８） （２９８） （３２８）

中 国 ２４８ ２７２ ２５７

（１０５） （１２３） （１１３）

イ ラ ン １８８ ２２８ ２２８

（１７９） （２１９） （２１９）

ミ ャ ン マ ー ３０４ ２７６ ２１７

（２３１） （２１３） （１６１）

ネ パ ー ル １３０ １３４ １７２

（１１４） （１１５） （１４９）

ペ ル ー １５１ １６２ １５７

（１１０） （１１４） （１１１）



パ キ ス タ ン １６２ １５２ １３５

（１５７） （１５１） （１３４）

ナイジェリア １１８ １３３ １３３

（１０８） （１２２） （１２２）

そ の 他 ９９５ １，０４５ １，００８

（７２６） （７５２） （７３７）
（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２８年末現在のものである。
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も１００．０％とはならない場合があります。



単位（人）

年

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

違反事由

総　数 15,178 11,428 10,676 12,272 13,361

　不法入国 1,875 1,128 844 752 599

　不法上陸 187 199 249 268 238

　資格外活動 617 493 422 399 511

　不法残留 11,439 8,713 8,274 9,982 11,198
(うち出国命令) (2,587) (2,479) (2,587) (3,571) (4,094)

刑罰法令違反 527 430 392 397 432

　その他 533 465 495 474 383

不法就労者 8,979 7,038 6,702 7,973 9,003

別表1　　入管法違反事件の推移
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別表２　　不法入国者数の推移

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 単位（人）

総数 1,875 1,128 844 752 599

航空機利用 1,437 824 640 594 488

船舶利用 438 304 204 158 111
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別表３　　航空機を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 単位（人）
総数 1,437 824 640 594 488
フィリピン 500 262 208 158 138
イラン 113 55 48 61 74
中国 263 153 112 96 67
ペルー 90 37 29 26 29
インドネシア 54 27 21 26 28
その他 417 290 222 227 152
注）　中国に香港・その他は含まない。

別表４　　船舶を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 単位（人）
総数 438 304 204 158 111
中国 269 206 150 115 76
韓国 100 49 36 28 22
フィリピン 20 12 6 8 5
イラン 11 8 5 3 2
バングラデシュ 7 10 3 0 2
その他 31 19 4 4 4
注）　中国に香港・その他は含まない。

0

500

1,000

1,500

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

（人） 

フィリピン イラン 中国 ペルー インドネシア その他 

0

100

200

300

400

500

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

（人） 

中国 韓国 フィリピン イラン バングラデシュ その他 



別表５　　不法就労者数の推移

単位（人）

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

総数 8,979 7,038 6,702 7,973 9,003

男性 5,346 4,356 4,160 5,167 6,093
女性 3,633 2,682 2,542 2,806 2,910
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別表６　　不法就労者の年齢別構成

単位（人）
６０歳以上

１５歳
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２０歳
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２５歳
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４５歳
未満

５０歳
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５５歳
未満

６０歳
未満

６０歳
以上

総数 0 69 1,468 2,327 1,748 1,211 804 590 377 227 182

男性 0 39 1,020 1,666 1,180 787 523 384 255 144 95

女性 0 30 448 661 568 424 281 206 122 83 87
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別表７　　不法就労者の就労期間別構成
単位（人）

６月以下 １年以下 ２年以下 ３年以下 ５年以下 ５年超え 不詳 合計
総数 2,919 1,949 1,569 676 500 1,255 135 9,003
男性 1,886 1,306 1,094 491 345 886 85 6,093
女性 1,033 643 475 185 155 369 50 2,910

別表８　　不法就労者の就労期間別推移
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別表９　　不法就労者の稼働場所別構成

合計 男性 女性 単位（人）

総  数 9,003 6,093 2,910
1 茨城 2,038 1,386 652
2 千葉 1,559 1,031 528
3 東京 1,187 834 353
4 愛知 891 562 329
5 埼玉 716 526 190
6 神奈川 602 453 149
7 群馬 453 323 130
8 大阪 226 152 74
9 栃木 224 129 95
10 長野 170 80 90
11 兵庫 131 92 39
12 三重 91 66 25
13 岐阜 84 49 35
14 静岡 71 34 37
15 福岡 59 45 14
15 山梨 54 30 24
17 福島 43 27 16
18 新潟 33 22 11
19 京都 31 18 13
20 宮城 24 20 4
21 広島 20 12 8
22 滋賀 19 10 9
22 熊本 19 14 5
24 香川 15 8 7
24 長崎 13 11 2
26 富山 12 4 8
26 青森 10 8 2
28 秋田 10 7 3
28 北海道 9 5 4
30 愛媛 8 8 0
31 福井 7 4 3
31 岡山 7 5 2
31 沖縄 7 5 2
34 大分 5 3 2
34 岩手 4 4 0
36 山形 4 2 2
37 山口 4 3 1
37 石川 3 1 2
37 和歌山 3 2 1
37 鳥取 3 3 0
41 奈良 2 1 1
41 徳島 2 2 0
43 宮崎 2 1 1
43 島根 1 0 1
43 高知 1 1 0
46 佐賀 0 0 0
46 鹿児島 0 0 0
48 不定 126 90 36



別表１０　　不法就労者の就労内容別構成

単位（人）

職種 農業従事者 建設作業者 工員
その他の

労務作業者
ホステス等

接客業
その他の

サービス業従事者 その他 総数

全　体 2,215 1,713 1,410 1,076 482 453 1,654 9,003

単位（人）

職種 建設作業者 農業従事者 工員
その他の

労務作業者
その他のサービス

業従事者
運搬労務作業者 その他 総数

男　性 1,697 1,438 1,008 837 127 125 861 6,093

　 単位（人）

職種 農業従事者 ホステス等
接客業 工員
その他の

サービス業従事者
その他の労務作

業者
ウエイトレス・

バーテン等給仕 その他 総数

女　性 777 455 402 326 239 159 552 2,910
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別表１１　　不法就労者の就労内容別の稼働場所構成

単位（人）

　　　　　職種

稼働場所
総数 農業従事者 建設作業者 工員

その他の
労務作業者

ホステス等
接客業

その他の
サービス
業従事者

その他

総 数 9,003 2,215 1,713 1,410 1,076 482 453 1,654

茨 城 2,038 1,443 148 135 120 56 30 106

千 葉 1,559 466 338 136 243 83 55 238

東 京 1,187 8 388 64 141 55 105 426

愛 知 891 19 89 316 157 69 70 171

埼 玉 716 32 222 177 102 33 24 126

神 奈 川 602 1 217 61 71 31 56 165

群 馬 453 77 41 192 94 6 7 36

大 阪 226 3 35 44 23 12 23 86

栃 木 224 29 38 61 23 39 9 25

長 野 170 48 26 14 11 38 9 24

そ の 他 937 89 171 210 91 60 65 251

注）　稼働場所は上位１０都府県



別表１２　　不法就労者の国籍・地域別の稼働場所構成

単位（人）

    　　国籍・地域

稼働場所
総数 中国 ベトナム タイ フィリピン インドネシア 韓国 モンゴル ネパール スリランカ ペルー その他

総 数 9,003 3,080 1,638 1,536 830 819 359 133 95 68 62 383

茨 城 2,038 716 207 533 64 428 27 3 4 14 6 36

千 葉 1,559 416 163 533 193 41 47 85 14 14 7 46

東 京 1,187 686 139 65 87 7 86 13 10 4 0 90

愛 知 891 217 271 15 131 176 22 7 10 3 12 27

埼 玉 716 322 162 41 81 41 22 10 2 4 2 29

神 奈 川 602 311 45 52 81 1 39 2 7 6 11 47

群 馬 453 36 258 19 33 74 5 0 5 4 1 18

大 阪 226 63 58 6 24 5 45 1 1 0 3 20

栃 木 224 31 32 68 17 19 4 1 34 9 5 4

長 野 170 11 21 99 10 4 17 4 0 1 1 2

そ の 他 937 271 282 105 109 23 45 7 8 9 14 64

注）　稼働場所は上位１０都府県

注）　国籍・地域の中国には，香港・その他は含まない。



別表１３　　不法就労者の報酬（日額）別構成
単位（人）

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 総数
全体 333 1,445 4,492 2,107 228 21 377 9,003
男性 117 732 3,128 1,743 166 4 203 6,093
女性 216 713 1,364 364 62 17 174 2,910

別表１４　　不法就労者の報酬（日額）別推移

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２６年 270 1,136 2,882 1,932 240 22 220 6,702
平成２７年 251 1,547 3,638 1,945 221 94 277 7,973
平成２８年 333 1,445 4,492 2,107 228 21 377 9,003

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２６年 4.0 17.0 43.0 28.8 3.6 0.3 3.3
平成２７年 3.1 19.4 45.6 24.4 2.8 1.2 3.5
平成２８年 3.7 16.1 49.9 23.4 2.5 0.2 4.2
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